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　　　　（単位：百万円）
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（記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）

利 益 剰 余 金

負　　　　　　　債　　　　　　　の　　　　　　　部

流　　動　　負　　債

現 金 及 び 預 金

そ の 他

売 掛 金

更新投資に係る資産

有 形 固 定 資 産

流　　動　　資　　産

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

貸　　借　　対　　照　　表
〔２０２３年３月３１日現在〕

未 払 費 用

固　　定　　負　　債固　　定　　資　　産

未 払 金

資　　　　　　　産　　　　　　　の　　　　　　　部

預 け 金 未 払 法 人 税 等

前 払 費 用

１ 年 内 支 払 予 定 の 公 共
施設等運営権に係る負債

契 約 負 債

長 期 借 入 金

公 共 施 設 等 運 営 権
に 係 る 負 債

車 両 運 搬 具

そ の 他 賞 与 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

無 形 固 定 資 産

負 債 合 計

工 具 器 具 備 品

公 共 施 設 等 運 営 権

建 設 仮 勘 定 預 り 保 証 金

純　　　　 資　　　　 産　　　　 の　　　　 部

株　　主　　資　　本ソ フ ト ウ ェ ア

資 本 金そ の 他

資 本 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

資 本 準 備 金繰 延 税 金 資 産

そ の 他

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金



　　　　　（単位：百万円）

2,842

空港・施設使用料等収入 2,842

1,986

施 設 運 営 費 1,398

減 価 償 却 費 588

855

371

483

3

3

128

128

0

358

3

0

3

86

86

276

131

△ 44 86

189

（記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）

特 別 損 失

更 新 投 資 に 伴 う 撤 去 費 用

損　　益　　計　　算　　書

〕

営 業 収 益

〔
自　２０２２年４月　１日

至　２０２３年３月３１日

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 収 益

当 期 純 利 益

特 別 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

補 助 金 収 入

固 定 資 産 売 却 益

営 業 原 価

営 業 外 費 用

営 業 利 益

営 業 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

営 業 外 収 益



（単位：百万円）

繰越利益
剰  余 金

 当期首残高 135 135 135 301 301 571 571

 当期変動額

 　 当期純利益 189 189 189 189

 当期変動額合計 － － － 189 189 189 189

 当期末残高 135 135 135 491 491 761 761

（記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

資本準備金

資　   本
剰 余 金
合     計

利　   益
剰 余 金
合  　 計

資 本 金

そ  の  他
利益剰余金

利　　益　　剰　　余　　金

       （ 自　２０２２年４月１日　 　至　２０２３年３月３１日 ）

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本 純 資 産
合　   計

資　本　剰　余　金 株　   主
資　   本
合  　 計



個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

   １－１ 資産の評価基準及び評価方法 

   (1) 棚卸資産 

        原材料及び貯蔵品       最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）によっております。 

        

   １－２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産          定額法によっております。 

      （リース資産を除く）      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

                       車両運搬具 ２ ～ ６年 

                       工具器具備品 ２ ～ 15年 

 

     (2) 無形固定資産          定額法によっております。 

      （リース資産を除く）      ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお 

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。 

 なお、公共施設等運営権及び更新投資に係る資産の減価

償却の方法については、「４．貸借対照表に関する注記 ４

－４ 公共施設等運営権及び更新投資に係る資産」に記載

のとおりであります。 

 

   １－３ 引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金           受入出向者に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度 

負担額を計上しております。 

 

(2) 特別修繕引当金         滑走路等の特別修繕に要する費用の支出に備えるため、 

将来の修繕見積額に基づき当事業年度負担額を計上してお 

ります。 

 

１－４ 収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

（1）航空系収入 

 主な航空系収入は着陸料収入であります。着陸料収入は航空機の着陸に係る収入であり、当社は、顧客

である航空会社が運航する航空機を運営している空港に着陸させる義務を負っております。当該履行義務

は、顧客である航空会社が運航する航空機が空港に着陸したことをもって充足されます。取引の対価は、

通常、当該履行義務の完了後に受領しております。 

（2）非航空系収入 

主な非航空系収入は建物貸付料収入であります。建物貸付料収入は空港施設の賃貸収入であり、当社は、

顧客であるテナント等に対して指定した空港施設を賃貸する義務を負っております。当該履行義務は、顧

客であるテナント等が指定された空港施設を利用したことをもって充足されます。取引の対価は、通常、

履行義務の充足前の一定時点に前もって受領しております。 



 

    １－５ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

     (1) 消費税等の会計処理                公共施設等運営権対価に係る控除対象外消費税等は無形固

定資産の公共施設等運営権に計上し、42年間にわたり定額法

により償却しております。 

     (2) グループ通算制度の適用    当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しており

ます。 

 

 ２．収益認識に関する注記 

  （1）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

   「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 １－４ 収益及び費用の計上基準」に同一の内 

容を記載しているため、注記を省略しております。 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

   会計上の見積りにより当事業年度に計上した項目のうち、翌事業年度において重要な影響を及ぼ 

  す可能性があるものは、以下のとおりです。 

 

・繰延税金資産 212百万円 

 

   当該繰延税金資産の回収可能性は、将来の合理的な見積可能期間における課税所得の見積り額に 

基づいて判断しています。この見積りには将来の航空需要動向に関する仮定が含まれており、過去 

の実績及び当事業年度末日現在における国内の航空需要情報などを参考に、合理的と考えられ 

る様々な要因を勘案した経営者の最善の判断に基づいています。 

   当事業年度は一部の国内線旅客便は運休が継続されたものの、徐々に回復に向かい、COVID-19感 

染拡大前と同水準の運航便数まで回復するに至りました。また、移動需要も一定の回復傾向がみら 

れました。今後も引き続き回復の傾向が続くものと仮定しています。 

   ただし、将来の航空需要の状況変化等により、仮定に変化が生じた場合は、翌事業年度以降の計 

算書類において、繰延税金資産の回収可能性に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

４．貸借対照表に関する注記 

 ４－１ 担保に供している資産 

     担保に供している資産 

      現金及び預金              0百万円 

公共施設等運営権         16,611百万円 

更新投資に係る資産          790百万円 

計               17,402百万円 

  ※親会社である関西エアポート株式会社の借入金（203,167百万円）に対して担保提供して 

おります。 

 

 ４－２ 有形固定資産の減価償却累計額      185百万円 

 

 



４－３ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

         短期金銭債権          1,176百万円 

短期金銭債務            243百万円 

         長期金銭債務             808百万円 

 

４－４ 公共施設等運営権及び更新投資に係る資産 

(1)当社が実施する公共施設等運営権の概要 

①事業名称 神戸空港特定運営事業等 

②事業の対象となる公共施設等の名称及び種類 

（名称） 

・神戸空港 

所在地 兵庫県神戸市中央区神戸空港１番地 他 

（種類） 

空港基本施設及び空港航空保安施設、空港機能施設等 

③公共施設等の管理者等 

神戸市  

④公共施設等運営権者の商号 

関西エアポート神戸株式会社  

⑤事業期間・公共施設等運営権の存続期間 

・事業期間 2018年４月１日～2060年３月31日 

・公共施設等運営権の存続期間 2017年９月５日～2060年３月31日 

公共施設等運営権は事業終了日をもって消滅する。 

・公共施設等運営権存続期間の延長 

合意延長は最長で2070年３月31日まで 

⑥収益連動負担金 

営業収益20億円を超過した部分の３％ 

（株主に還元可能な資金の６％以内） 

※性能維持のための更新投資（空港用施設）を除く更新投資（空港用施設）の貸借対

照表の簿価残高が26億円を超過した場合は、収益連動負担金を負担しない。 

⑦公共施設等運営権の貸借対照表計上額 

運営権対価   15,222百万円 

その他         1,389百万円 

    計      16,611百万円  

 

(2)公共施設等運営権の減価償却の方法 

定額法 

耐用年数 42年 

 

(3)更新投資に係る事項 

①主な更新投資の内容及び投資を予定している時期 

主な更新投資の内容 予定時期 

FIDS (Flight Information Display System) 更新 2024年３月期 

 



②更新投資に係る資産の計上方法 

  当社で実施した更新投資のうち、神戸市の所有となるものについては、当該更新投資の 

支出額を無形固定資産に計上しております。 

③更新投資に係る資産の減価償却の方法 

  当該更新投資を実施した時より、当該更新投資に係る資産の経済的耐用年数（当該更新 

投資に係る資産の経済的耐用年数が公共施設等運営権の残存する運営権設定期間を上回 

る場合は、当該残存する運営権設定期間）にわたり定額法により償却しております。 

④翌事業年度以降、５事業年度に見込まれる更新投資のうち資本的支出に該当する部分 

 内容 金額 

更新投資のうち資本的支出に該当する部分 

（① に掲げる工事を含む） 
16億円 

 （2023年5月12日現在の金額を記載しております。） 

⑤更新投資に係る資産の貸借対照表計上額 

更新投資に係る資産  790百万円 

 

５．損益計算書に関する注記 

   ５－１ 関係会社との取引高 

       営業取引による取引高 

営業費用               294百万円 

         営業外取引による取引高 

営業外費用              52百万円 

 

   ５－２ 更新投資に伴う撤去費用 

      主に神戸市が所有する空港施設等の解体撤去費用であります。 

 

  ６．株主資本等変動計算書に関する注記 

６－１ 発行済株式に関する事項 

 当事業年度期首 

株式数（株） 
増加株式数（株） 減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

 普通株式 5,400 － － 5,400 

   

 ６－２ 配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

   該当事項はありません。 

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 

 

    

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

 

配当の原資 
１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2023年 

６月 21日 

取締役会 

普通株式 未定 

 

利益剰余金 未定 
2023年 

３月 31日 
未定 



７．税効果会計に関する注記 

   ７－１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

        繰延税金資産 

         賞与引当金               6百万円 

          特別修繕引当金             282百万円 

         繰越欠損金             275百万円 

         その他                  49百万円  

        繰延税金資産小計             613百万円 

        評価性引当額              －百万円  

        繰延税金資産合計             613百万円 

               繰延税金負債       

              公共施設等運営権          △400百万円  

        繰延税金負債合計            △400百万円  

        繰延税金資産の純額           212百万円  

 

   ７－２ 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

       当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制

度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12

日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

並びに開示を行っております。 

 

８．金融商品に関する注記 

   ８－１ 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、必要な資金を親会社からの借入により調達しております。また、資金運用につい

ては短期的な預金や関西エアポートグループのキャッシュ・マネジメント・システムによる

運用に限定しています。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

預け金は、関西エアポートグループのキャッシュ・マネジメント・システムを利用した余

裕資金の運用によるものであります。 

営業債務である未払金は、全て２ヶ月以内の支払期日であります。 

借入金は、主に事業開始に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、

最長で 37年後であります。 

営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次に資金繰り計

画を作成する等の方法により管理しております。 

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

 

 



    ８－２ 金融商品の時価等に関する事項 

       2023年３月 31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。 

       また、「現金及び預金」、「売掛金」、「預け金」及び「未払金」については、現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

                                        （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 長期借入金 

(2) 公共施設等運営権 

に係る負債(*1) 

808 

16,224 

 

773 

13,757 

 

△34 

△2,467 

 

負債計 17,032 14,531 △2,501 

  (*1)１年以内支払予定の公共施設等運営権に係る負債を含んでおります。 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され
る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した
時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 
 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。 

 長期借入金 

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を

基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

   公共施設等運営権に係る負債 

    公共施設等運営権の対価であり、公共施設等運営権に係る負債の時価は、国債の利回り等適切な指

標で割り引いた現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

    ８－３ 金融債権の決算日後の償還予定額 

                                      （単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

売掛金 185 － － － 

合計 185 － － － 

 

 

 

 

 

 



  ８－４ 長期借入金及び公共施設等運営権に係る負債の決算日後の返済予定額 

                                       （単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

長期借入金 

公共施設等運営権

に係る負債 

－ 

400 

－ 

402 

－ 

404 

－ 

406 

－ 

408 

808 

14,203 

合計 400 402 404 406 408 15,011 

 

９．関連当事者との取引に関する注記 

親会社 

種 

類 

会社等の名称 議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額 

（百万円） 

科目 当事業年度

末残高 

（百万円） 

親

会

社 

関西エアポート

株式会社 

所有 

直接100％ 

役員の兼任 

資金の預入 

資金の借入 

出向者の受入 

神戸空港運営

の管理業務の

委託 

技術支援 

 

資金の引出 

資金の借入 

利息の支払 

出向者給与の

支払 

業務委託費の

支払 

技術支援報酬

の支払 

110 

－ 

52 

186 

 

57 

 

47 

    

預け金 

長期借入金 

未払利息 

未払金 

 

未払金 

 

未払金 

 

1,176 

808 

－ 

12 

 

6 

 

110 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 取引価格の算定は双方協議の上、契約等に基づき決定しております。 

（注２） 資金の預入及び資金の借入については、双方協議の上、利率を決定しております。 

 

10．一株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額     140,938円 93銭 

１株当たり当期純利益     35,014円 91銭 

 

11．その他の注記 

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用） 

当社は、当事業年度から、単体納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、

法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用

する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021年８月 12日）に従って

おります。また、グループ通算制度適用による影響は軽微であります。 

 


